
科 目 金    額 科 目 金    額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 2,709,968 流動負債 185,770 

現金預金 2,274,773 未払費用 67,310 

未収運用受託報酬 421,468 未払法人税等 54,965 

前払費用 11,562 未払消費税等 6,248 

その他 2,164 預り金 2,865 

固定資産 772,359 賞与引当金 46,108 

  有形固定資産 27,790 未払金 8,250 

建物 15,941 その他 22 

工具、器具及び備品 11,848 固定負債 192,670 

  無形固定資産 18,681 退職給付引当金 164,840 

ソフトウェア 18,681 役員退職慰労引当金 27,830 

  投資その他の資産 725,887 負債合計 378,440 

投資有価証券 601,808 （純資産の部）

繰延税金資産 72,888 株主資本 3,086,647 

敷金 23,661   資本金 200,000 

差入保証金 16,000   利益剰余金 2,886,647 

その他 11,530     利益準備金 50,000 

    その他利益剰余金 2,836,647 

繰越利益剰余金 2,836,647 

（うち当期純利益） (214,727) 

評価・換算差額等 17,240 

  その他有価証券評価差額金 17,240 

純資産合計 3,103,887 

資産合計 3,482,328 負債及び純資産合計 3,482,328 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

貸借対照表

(2023年3月31日現在)

(単位：千円)



 

個 別 注 記 表 

 
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してい

ます。 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しています。なお、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以後取得の建物附

属設備については、定額法を採用しています。主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 8年～25年 

器具備品 5年～20年 

 

②無形固定資産 

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しています。 

 

（3）引当金の計上基準 

①賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当期末における支給見込額を計上しています。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発生してい

ると認められる額を計上しています。なお、退職給付債務の算定はポイント制を反映した簡便法により

ます。 

③役員退職慰労引当金 

役員に対して支給する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。 

 

（4）収益及び費用の計上基準 

当社は、福岡リート投資法人との資産運用委託契約に基づいて、資産管理運用を行う会社であります。顧客

との資産運用委託契約に基づき、資産管理運用サービスを行っております。当該サービスに関しては、管理運

用期間に応じて履行義務が充足すると判断し、一定期間にわたり収益を認識しております。 

 

2. 会計方針の変更に関する注記 

 

（1）時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

  当事業年度の期首より、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を適用しております。時価算定会計基準適用指針

第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来

にわたって適用することといたしました。当事業年度において計算書類等に与える影響はありません。 

 

3．貸借対照表に関する注記 

資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 126,517千円 

 

4．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、役員退職慰労引当金、退職給付引当金及び賞与引当金です。 

また、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金です。 

 

5．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用規程に基づき収益性、流動性、安全性に留意した金融資産で運用資産を構成するものと 

し、投機的な取引は行わない方針です。 

投資有価証券は、上場企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されています。これらについて、定

期的に時価や発行体の財務状況等を把握するとともに、保有状況を継続的に見直すなど、状況に応じて対

応しています。 



 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

(単位：千円) 

科目 貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券    

 その他有価証券 601,808 601,808 ― 

現金預金、未収運用受託報酬、未払費用並びに未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

 

投資有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によります。 

 

6．関連当事者との取引に関する注記 

役員及び主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

（注2） 

 

科 目 
期末 

残高 

役員及びその 

近親者 

古池 善司 

 

なし 福岡リート投資法人 

執行役員 

資産運用受託

等（注1） 

899,139 

 

未収運用受託報酬 421,468 

（注1）取引条件については当事者間で協議の上、資産運用委託契約により金額を決定しています。 

（注2）取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。 

  （注3）古池善司は、2022年5月25日開催の第10回投資主総会をもって執行役員に就任しており、上記は在任期間中の 

     取引であります。 

 

7. １株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額 

 

775,971円90銭 

１株当たり当期純利益 53,681円97銭 

   

8. 収益認識に関する注記 

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

  


